
































































によって損害分担を決すべきであるとするもの（朝鮮高等法院昭和 10年 3月 5日判決）と、商法 797条は、
双方の過失の軽重を判定できない場合の規定であると述べ、その軽重の判断ができる場合には、民法 722
条 2項に基づく過失相殺を行うべきこと（大審院昭和 15年 2月 21日判決）を伺わせるものがある。この
点、もはや、商法 797条には沿革的な意味でしかその独自性を認めるべきではなく、理論的な意味の独自
性を認めるべきではないことを根拠として、双方過失の船舶衝突の場合において、双方船員の過失の軽重
































年 9 月 30 日判決）および旭川地方裁判所の判決例（旭川地方裁判所昭和 31 年 4 月 6 日判決）は単一責任

























































































































第 3章 船舶衝突により生じた損害賠償請求権の消滅時効、衝突責任の準拠法 
 第 3章では、船舶衝突より生じた損害賠償請求権の消滅時効の起算点（第 1節）、衝突責任の準拠法（第
2節および第 3節）に関する問題を採り挙げた。 
























の解釈としては、被害者保護を意識するあまり、敢えて複雑な理論構成を採る必要はなく、商法 798 条 1
項については、その立法趣旨およびその文理からみて、当事者にとって、明確かつ簡便な「衝突時」を消
滅時効の起算点とすれば足りると解すべきである。 








件における民事裁判管轄、法の選択、判決の承認および執行に関する条約草案（C.M.I Draft Convention on 














































ことが、今後の課題である。                            
 
以上 
